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バックエンド対策に関する技術開発

　原子力機構は、多くの原子力施設を有しています。こ
れらの施設は、いずれその使命を終え、廃止措置段階に
入ります。原子力機構では、これらの施設の効率的な廃
止措置計画を作成するために、管理データ評価システム
の開発を進めています。
　このシステムは、設備･機器の解体工事の手順や物量
データを用いて、解体工事に必要な人工数や発生する廃
棄物量等の管理データの予測ができます。
　現在、本システムで管理データを算出する際には、小
型の発電用原子炉施設（JPDR）の廃止措置の実績デー
タから作成した評価式（既存評価式）を使用しています。
このため、システムを様々な原子力施設の廃止措置に利
用するためには、施設の種類や規模等の特徴が変わって
も評価式が適用できることを確認する必要があります。
その一環として、「ふげん」の廃止措置の実績データを基
に、既存評価式の適用性を検証しています。
　「ふげん」（５５．７万kWt）は中型の発電用原子炉施設で、
JPDR（９万kWt）の６．２倍の熱出力を持っており、施設は
大型化していますがタービン系の構造はJPDRと同じで
す。このため、図９-２のように、「ふげん」で得られる
実績データと既存評価式での計算結果との比較から、施

設規模に対する管理データの影響を知ることができます。
　既存評価式の適用性を検証する第１段階として、２００８
年度の解体工事の人工数の実績データを、既存評価式で
の計算結果と比較しました。その結果、図９-３のよう
に、計算結果は実績データの７３％と大きな誤差があり、
既存評価式の適用が難しいことを確認しました。
　今後の「ふげん」での解体工事を適切に予測できるよ
うにするために、JPDRと「ふげん」の解体工事を比較
分析して違いを検討しました。その結果、（１）準備･後処
理工程では、JPDRではほとんどない大型の工事規模が
あったこと、（２）解体工程では、作業内容が違うことが大
きく影響を与えていたため、「ふげん」の解体工事に適用
できるように、（３）施設の規模に対応する工事規模の大
型化を考慮できる新規評価式、（４）作業内容を考慮でき
る新規評価式をそれぞれ構築しました。検証のために新
規評価式で再計算すると、図９-３のように、計算結果は
実績データの１０１％とその差を大きく改善することがで
きました。
　他の施設についても、同様の検証と施設の特徴を考慮
した改良を進めることで、様々な原子力施設に広く適用
するようにしていく予定です。

図９-３　システムによる計算結果と実績データとの比較
既存評価式（準備･後処理工程：三段階の面積に応じた定数式、
解体工程：物量一次式）の計算結果は実績データより少ないことが
分かりました。新規評価式（準備･後処理工程：面積一次式、
解体工程：作業内容に応じた評価式）の計算結果は実績データと
良い一致を示しました。
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図９-２　評価式の適用性の検証の流れ
既存評価式の適用性の検証で得た知見は、将来行われる商用原子力
発電所の廃止措置にも役立ちます。
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